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1. はじめに 

 ヒートシールはプラスチック材の熱可

塑性を利用して、簡単な圧着加熱で容易

に材料面の接着ができる特徴がある。包

装用のプラスチック開発と連動してヒー

トシール技法は進展し、その歴史は既に

半世紀を超えている。歴史上の古典的な

誤認が今日も支配していて新規なニーズ

や技術展開の妨げになっている。  

今やプラスチックの包装材への利用は、

圧倒的な市場展開が図られ、日本では約

10 個／日・人（約１０億個／日）が包装

製品に展開されていると推定される。  

 エンドユーザー（商品製造社、消費者）

の今日的な期待は、当初の単なる機械的

な溶着から、接着面の破袋耐性の向上、

ノッチ方式に依らない易開封性の達成等

の新たな機能展開の期待が更に高まって

いる。  

 合理性の不明確な従来の｢温度｣、｢時

間｣、｢圧力｣をパラメータにしたヒートシ

ール管理の今日の状況を計測・制御工学

的に診ると≪閉鎖的論理≫に陥って、破

綻し始めている。  

『ヒートシールの Validation』 1) がア

メリカの学際から再び提起され、抜本的
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な改革が求め始められている。日本にお

いても速やかな改善対応が必要であろう。 

ヒートシール技法の今日的なターゲッ

トは「密封」と「易開封」の両立である。

2) 

これを達成した “一条シール ”® 3-10)の

技術展開は、従来の誤認を克服し、新理

論の統合化が図れた。この技法を支えた

新知見を基に従来のヒートシール技法の

問題点を筆者のノウハウの全面開示をす

ると共に総説する。  

紙面の都合で詳細説明を割愛した個所

の論拠は提示した引用文献の参照を期待

する。  

 

2．“一条シール”Ⓡの開発がヒートシール技

法の革新を実証した 

2.1 ヒートシール面の「密封」と「易開封」は

ヒートシール技法の究極の課題 

 「密封」と「易開封」は包装の重要な

基本機能である。プラスチック材の熱接

着面の評価に際して、ASTM F88－ [4.1] 

は「接着強さ」だけではなく「剥がれ強

さ」の評価を同時に求めている。 2) 

 今日、定量的に Validation されたヒー

トシール面を利用した「易開封」方式は

提示されておらず、ノッチ方式やイージ

ーカット方式が「易開封」の主流となっ

ている。  

これらの方式は消費者の要求を満足で

きず、いつも非バリアフリーの筆頭に挙

げられている。この課題の発生には、「密

封」には「“強い接着”が不可欠」の“常識”

が原因になっている。そして、低温作動

化と分厚いシーラントの採用が支配し、

凝集接着偏重への誘導となっている。  

筆者は「探傷液法」の微細部位の漏れ

検知能力 11,12)を利用して、0.1～0.2 N/15

㎜帯の接着特性を検証し、加熱によるラ

ミネーション表層材の剛性軟化を利用し

た密封性のメカニズムを検討した。その

結果、従来の“常識”を覆し、微弱ヒート

シール強さ帯での密封を見いだすことが

できた。この知見をベースに統合的な検

討を重ねて、ヒートシール面の「密封」

と「易開封」を複合的に達成する”一条シ

ール”の開発に成功した。新技法の開発は、

従来のヒートシール技法の革新そのもの

であり、ヒートシール現象の新規解釈と

数々の誤認を見出した。以下に“一条シー

ル”の発明で見出された詳細を先ず記す。 

 

2.2 “一条シール”の開発で発見された新規

の論理と技術事項 

 ヒートシール技法のヒートシール面に

おいて「密封」と「易開封」を同時に達

成することは古典的な理論と論理では

“困難”とされてきた。筆者は剥がれシー

ルの機能性に着目し、ヒートシール技法

を構成する個別操作の合理性を永年追求

してきた。  

“一条シール”の完成に寄与した合理化

事項は、真にヒートシール技法の革新で

あった。  
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 本論の詳細記述に先出しし、これらの

項目と革新事項を先ず紹介する。革新事

項とそのまとめの 16 項目を表 1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“一条シール”の開発に展開された新論理、 

新技術と従来（古典的な）論理／技術の

比較検討を次に記す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 現行の公的規格の課題 

 

 

表 1「密封」と「易開封」を複合的に可能にした“一条シール”の開発に関与した論理の改革要素 

適用項目 内容 関連説明項目 

1 「密 封 」と「易 開 封 」は独 立 メカニズム

現象である新規に確認 

・一条突起の局部圧着による「密封」の完成 

・弾性面圧着による剥がれシールの実施 

＊ 2.1,  

2.2, 7.2 

2 「探 傷 液 法 」の活 用 による新 規 な漏

れ試験法を確立 

・段 差 部 等 の微 細 部 分 の漏 れ箇 所 、漏 れ量 の

検出能力の定量化。 

   7.3 

3 剥 がれシール帯 でも密 着 が成 り立 っ

ていた 

・平面接着の 0.5～1.0 N/15mm の低ヒートシー

ル強さ帯でも「密封」を確認 

＊ 7.4 

4 「密 封 性 」にラミネーション表 層 材 の

剛性の影響を発見 

・ヒートシール面 の密 着 に材 料 の剛 性 が大きく影

響しているのを発見。（「探傷液法」の適用） 

7.4 

5 ヒートシール強さ定義の見直し ・界面接着剥離、層間剝離（デラミ）、凝集破壊、

材料の伸び、それぞれの特性と相互関係を識 別

して目的に応じた適用の確立 

5. 

6 

 

OPP ラミネーション材における易開封

ｼｰﾗﾝﾄの適 用 条 件 の新 設 計 法 の開

発 

・OPP 材の高剛性が Hot Tack の原因を究明、

軟 化 温 度 帯 で易 開 封 機 能 のある材 料 の選 択 法

の開発 （ｼｰﾗﾝﾄの作動温度の高温化） 

＊ 7.4 

7 

 

加 熱 温 度 の定 義 を溶 着 面 温 度 応 答

に変更。 

・材 料 の熱 特 性 に合 わせた加 熱 制 御 を接 着 面

温度（溶着面温度）に変更 

＊ 5.3.1 

8 

 

材 料 が接 触 する加 熱 体 の表 面 温 度

の常時（On-Line）計測 

材 料 に接 触する加 熱 面 温 度 が溶 着 面 温 度 応 答

のパラメータとなる.この On-Line 計測法を適用。

（加熱体表面温度の外乱削除） 

＊ 5.3.1 

9 

 

加熱体の表面温度を利用した 

On-line 溶 着 面 温 度 応 答 のシミュレ

ーション 

・常時の溶着面温度応答の監視によって、 

（≒2℃の）溶着面温度応答の推定制御を可能。 

＊ 5.3.1 

10 

 

ヒートパイプ利 用 による加 熱 体 の表

面温度の均一化 

・加 熱 面 温 度 の高 速 均 一 化 。発 熱 温 度 の加 熱

体表面温度への移行。 

  5.6 

11 

 

平 衡 温 度 の（CUT：95 ％応 答 時 間 ）

の利用 

過 加 熱 を 3℃以 内 に自 己 制 御 できるようになっ

た。 カバー材設置の誤認排除 

   5.5 

12 

 

FHSS（ 機 能 性 ヒートシール強 さ）の

導入 

・過加熱によるエッジ切れ防御法の適用 

・引 張 試 験 の剥 がれシール寸 法 （≒50 ％）で最

適加熱条件を見出す方法。製袋時温度配慮。 

6. 

13 

 

熱接着面の剝離エネルギーの利用 ・破袋防御を剥離エネルギーの理論で確立。 

最適加熱条件を保障、FHSS の基幹理論 

＊ 6.1 

14 易開封方法の新論理の構築 

 

・包 装 製 品 の開 封 力 の力 学 解 析 による最 小 開

封力とヒートシール強さの関係を構築 

＊ 8. 

15 ヒートシールの Validation に接近 

 

・「加熱温度」、「密封」と「易開封」の 

Validation は完成 

＊ 4. 

16 

 

「加 熱 速 さ」の変 移 が発 現 するか否

かの識別 

・ヒートシール強さのバラツキへ要因の把握 

 カバー材撤去の論理構築 

   7.1 

                                                   ＊：特許取得済み 
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3. 現行の公的規格の課題  

3.1 ヒートシール技法の公的規格とその問題

点 

世界中に標準的に普及しているヒートシ

ール規格は 1968 年に制定された≪ASTM 

F88-≫が基幹規格として君臨している。

これに付随して≪ JIS Z0238≫が 1981

年制定されている。両規格は≪ヒートシ

ール強さ≫の評価のみに特化していて、

ヒートシール技法の基幹パラメータであ

る加熱温度に関する規定は一切ない。  

2000 年になって加熱温度に関する≪

ASTM F2029≫がやっと制定されている。 

加熱温度の取り扱いを取り上げた≪

ASTM F2029：7.3≫では≪5℃≫ステップ

より、狭い計測結果の比較を避けている。

加熱温度に対する規定が最近まで制定さ

れなかったところに、ヒートシール技法

において≪加熱温度≫の汎用的な取り扱

いに関し多くの課題が未解決であると言

える。 JIS を始め加熱温度に関する規格

は未だにない。 ISO には、未だにヒート

シール技法の規格がない。アメリカにお  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いて≪ヒートシールの Validation≫がや

っと取り上げられたが、今日世界的に見

てもヒートシールの加熱温度を保障した

包装機は見られないし、供給者はノルマ

と思っていないようだ。  

 

3.2 既存の公的規格の特徴比較 

≪ASTM F88,F2029≫と≪JIS Z 0238≫

の共通的な事項の比較を表 2 にまとめた。 

 基幹事項の≪ヒートシール強さ≫の計

測方法に相違があるので、測定結果の

Validation にも相違がある。  

  筆者が提唱している“MTMS” 13,14,15)を

参照するとその特徴（欠陥）がより明確

になる。  

この基本的相違は規格を適用する各国

のヒートシール文化の相違として、今日

に大きな影響を及ぼしている。  

 

3.3 公的規格にみるヒートシールを評価する

諸試験項目 

 ≪ASTM F2029≫が加熱体の調節温度  

を元に［加熱方法］、≪ASTM F88—≫、  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 ヒートシールの公的規格の仕様（ヒートシール強さ、加熱温度）の定義比較 

 ヒートシール強さの計測法  
加熱温度  
の規定  

計測結果の  
Validation 

標本幅

(mm) 
標本長

さ (mm)
計測方法  

引張速さ

(mm/min.)

ASTM F88 10～25 76×2 平均値  200～300 なし  
計測結果を  
Validation せず  

JIS Z 0238 15 100 以上 最大値  300±20 なし  
適格でないが  
規定性強い  

ASTM 
F2029 

ASTM F88 に準拠  
加熱体  
温度  

計測結果を  
Validation せず  

“MTMS” ＜15 25～35
目 的 に よ り パ タ

ーンから抽出  
50 付近  

溶着面  
温度  

計測結果を

Validation する  
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≪JIS Z 0238≫は［引張試験］、［破裂試験］、

［落下試験］、［漏れ試験］を標準的に規

定してきた。  

 包装現場のヒートシールの問題点を摘

出すると表 3 のように不具合を「標準化」

して、列挙ができる。16) 現状は規定と実

際の課題との連携が薄く、規定の現場対

処性に多くの課題が潜在している。  

 

3.4 基幹の公的規格がカバーしていない“不

具合”項目 

 今日、ヒートシールの課題は①加熱温

度、②応答時間（加熱応答）、③「加熱速

さ」）、④「圧着圧」、⑤「加熱体の表面細

工」、⑥「漏れ検査」、⑦「包装材料の仕  

様」、⑧「引張試験方法」、⑨「ヒートシ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ール強さ」（順不同）の９項目群を複合し

て評価する必要がある。  

 しかし、現行の公的規格の総合的評価

／解析能力は不十分であり、表 4 のまと

めのような課題が鬱積している。  

 

4. ≪ヒートシールの Validation≫の期待（定

義） 

PACKEXPO2016 において、ヒートシー

ル関連機械の出展社はこぞって『ヒート

シールの Validation』を課題として取り上

げていた。2002 年の問題提起が再来して

いる。この課題の提起は FDA が主導して  

いると考えられる。  

筆者は『ヒートシールの Validation』の  

具体的な展開として、次の課題を設定し  

表 3 現行法（古典法）の課題 

・試験の管理／評価に熱接着時の温度パラメータがない 

・使用材料の接着の基本性能の試験法がないので測定 

値の適正性の評価ができない 

・「より強い接着強さ」を評価する方法なので、加熱が過剰

になりやすい 

・エッジで破断する接着状態を“良好”としている 

・剥がれシール（界面接着）を評価の対象外にしている 

・しかし、矛盾するヒートシール幅（フィン）を要求している。 

・凝集接着を誘導し、過加熱をもたらしている 

・凝集接着のヒートシール強さは材料の伸び力であること 

を明示していない 

・ヒートシールの信頼性の最大の阻害原因であるエッジ 

切れやピンホールの発生原因に関与していない 

・各試験結果の相互関係が明記されていない 

・関連して発生する“不具合”の原因確認ができない 

・易開封性に関する規定がない。 

・≪JIS Z 0238≫の【参考】の取り扱いに業界内でかなりの

混乱がある 
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している。  

（1）Tamper resistance の確立［Defense

から Protect］ 

（2）ヒートシール面の「密封」と「易開

封」の保証、 

（3）（1）、（2）を確実に達成するための

合理的な加熱方法の確立（高精度な溶着 

面温度応答の管理技術の確立） 

ヒートシール技法の近代化は、９項目  

群の各操作要素が Validation の要求に連

ん  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動対応しているかどうかに懸る。 17)  

 

5. プラスチックの熱 接 着 に関 与 している諸

要素の合理性の検討／検証 

プラスチックフイルムのヒートシール

操作において、基幹となる制御対象は≪

熱接着強さ≫と≪加熱温度≫である。  

5.1 熱接着強さ（ヒートシール強さ）の定義

と合理性の検討 

5.1.1 公 的 規 格 によるヒートシール試 験 標

表 4 古典規定の支配している現状のヒートシール技法の課題 

◆ヒートシール条件の「圧力」，「時間」は何であるか？ 

◆運転速度はどのような根拠で決めているか？ 

◇生産量の都合で運転速度を決めていないか？ 

■“波型”シール(線シール)はどんな機能を期待しているか？ 

◇ピールシール設計は巧く機能しているか？ 

◇ヒートシール強さの管理で安心できるか？ 

■どうしてテフロンシートを使うのか？ 

◆どうして片側加熱を使うのか？ 

◆ヒートシール巾（フィン）の寸法はどのように決定しているか？ 

◇破袋が発生したらどのような対応をしているか？ 

◆２層，４層の同時シールをどのように管理しているか？ 

◆クッションにシリコンゴムを使ってどんな効果を期待しているか？ 

◇剥れシール（Peel Seal）と破れシール（Tear Seal)はどのよう識別しているか？ 

◇剥れシール（Peel Seal）と破れシール（Tear Seal)の使い分けができるか？  

又どのように制御しているか？ 

◆レトルト包装のヒートシールのＨＡＣＣＰ達成方法は？ 

◇ヒートシールの「品質保証」を求められたら定量的な保証範囲を提示できるか？ 

◇ヒートシールの改善のため（？）包装材料の過剰設計の抑制をしているか？ 

◆噛み込みシールをどのように処理しているか？ 

◆インパルスシールの条件設定はどのように決めているか？ 

◆インダクションシールの励磁条件はどのように決めているか？ 

◇ヒートシール検査機がどうして欲しいのか？ 

◆溶着面の白濁，発泡をどのように処理しているか？ 

■ヒートシーラント（接着層）の厚さはどのようにして決めているか？ 

◇ラミネーション強さはどのように定義しているか？  

その強さは何に機能しているか？ 

◆：基本認識の問題、◇操作上の問題、■論拠不明確  
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本の作り方 

熱接着強さ（ヒートシール強さ）はプ

ラスチック材の熱可塑性によって発現す

る。  

単一フイルムの場合、溶着面温度の上

昇と共に合わせ面の界面接着力は上昇し

て、溶融状態になると凝集接着となり、

接着面は一体化してモールド状となり接

着面はなくなる。  

ヒ ー ト シ ー ル 強 さ は 加 熱 方 法 ： ≪

ASTM F2029≫と≪ASTM F88≫が統

合している。二つの規定を主体に、その

試験法を要約すると次のようになる。  

 ≪ヒートジョー方式≫で次の条件を設

定して作成し特性を計測する  

①両面の加熱体調節温度を同一温度に

する。（ASTM F2029：7.2.3.1）  

 加熱体の表面温度管理の必要性は論じ

ているが、具体法の提示はない  

②0.1～0.4 MPa の圧着圧環境下で実施

（ASTM F2029：7.2.3.2）  

③加熱体の調節温度値をパラメータに

した加熱標本の作製  

≪ASTM F2029：7.3≫では 5～10℃の

インターバルの選択を規定  

④引張試験のグリップ距離を 150 mm

以上とする  

⑤加熱後の標本を 10～25 ㎜幅に切断

する（JIS Z 0238 は 15 mm）  

（筆者註：加熱時の標本の幅は設定幅の

約３倍が好ましい）  

⑥ 300 mm／ min で引張試験をする 

（筆者註：引張速さはヒートシール強さ

に関係しないから剥離状態の容易な観察

のために 50-100 mm／min を推奨）  

⑦引張試験の出力をアナログ記録して、

引張りパターンから目的に沿ったその強

さを計測する。  

・≪ASTM F88≫では強さが計測パタ

ーン中の 80％以上の平均値を計測値と

する、  

・≪JIS Z 0238≫ではデータパターン中

の最大値を選択  

⑧各加熱温度の測定で得られたデータ

群の加熱温度を横軸に取り、プロットし

てグラフ化したものをヒートシール特性

としている。  

⑨「ヒートシール強さ」は一定の幅の

（平均）引張強さのスカラー量を計測し

ている。  

強さの比較で接着性能（耐破袋性：破

袋エネルギー）を議論する間違いを犯し

ている。  

この結果、“強い接着”（凝集接着偏重）

が推奨される悪習慣に至っている。  

 

5.1.2 現行方法で採取された「ヒートシール

特性」の非汎用性の検証 

「加熱速さ」による変移現象を加味し

た測定例をモデル化したものを図 1 に示

したが、引張試験の測定結果は次の理由  

によって汎用化できない。  

（1）データの抽出方法が合理的ではない  

（平均値、最大値の選択）  
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（2）100 mm 以上のグリップ間長さはヒ

ートシールエッジに垂直な引張荷重を掛

けることを意図しているから標本の幅

（10～25 mm）の平均値測定になる。  

（3）標本幅の 10～25 ㎜の設定は、広い

接着面の剥がれ荷重の平均化を意図して

いる。（“ポリ玉”の検知は困難）  

（4）100 mm 以上の長い標本の選択で、

伸び特性に引張強さが平均化されて伸び

特性に埋没してしまう。 18) 

（5）以上の試験はヒートシールエッジに

均一な荷重を掛け、材料固有の熱接着特

性を平均値化した試験法であり、ヒート

シ ー ル 製 品 の 密 封 や 破 袋 耐 性 の

Validation に適しているとは言い難い。  

（6）カバー材の任意選択の適用で「加熱  

速さ」が変動し、ヒートシール強さの発  

現変移の影響がヒートシール強さに影響  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 19,20) 同一温度加熱でもヒートシ

ール強さの相違が発生する。［これは、長

年、関係者の間で、（カバー材の相違で）

同じヒートシール強さの取得ができない

悩みの原因である］  

（7）（6）が原因で同一材料でも厚さが変

わると接着強さが変わる。  

（8） (接着強さ )＞ (材料の伸び強さ )の領

域では（引張強さ）は材料の（伸び強さ）

を示す。  

（9）（7）と（8）が原因で同一材料でも

厚さが変わると接着強さが変わる。  

（10）≪5℃≫インターバル内で起こる変

曲特性は検知できない。あるいは異なっ

たパターンを得ることになる。  

実際の仕上がったグラフは≪ 5℃≫ス

テップの折れ線グラフになる  

（11）複合フイルムではシーラントと表

 

図１ モデル化したヒートシール強さ特性 
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層材のラミネーション強さが関与してく

る。  

(接着強さ )＞ (ラミネーション強さ )のと

なる領域では（引張試験強さ）はラミネ

ーション強さを示す。  

 熱接着強さ（ヒートシール強さ）は“無

限個”ある。一つの材料に一つの  “ヒート

シール強さ”を≪JIS Z 0238≫は最大値に

定義し、関係者は従順しているが、これ

は凝集接着偏重を誘導して、ヒートシー

ル技法の合理性を著しく混乱させてきて

いる。  

 

5.2 複 合 フイルムが示 すヒートシール特 性

の特徴と活用 

上記にヒートシール強さの測定結果の

汎用性の欠陥を記したが、シーラントの

設計上の特性も大きく関係する。  

ラミネーション材の場合はヒートシー

ル強さとして計測されたものに次の要素

が含まれている。引張試験から得られた

結果を単純にヒートシール強さとして評

価すると材料の設計仕様の本質的な機能

を見失うことになる。  

（1）シーラントの接着面の剥離：  

①シーラントの界面剥離強さ、②剥

がれシール強さ  

（2）シーラントのエッジ切れ強さ：  

①シーラントは凝集接着状態、②材

料の破断強さ、③シーラント伸びが僅

少な場合は破断 ④シーラントの伸び

が大、かつ、ラミネーション強さが小

さいとデラミが起る。  

⑤ヒートシールの試験標本の側面か

ら裂断を起こす。  

（3）シーラントと表層基材の層間剥離を

起こす：①伸びやすいシーラントの選択、

②弱いラミネーション強さ、③容易なエ

ッジ切れ、④この現象を巧みに応用した

材料設計が「層間剥離」シーラントであ

る  

（4）シーラントの凝集破壊：  

①（層間接着力）≧（界面接着力）

＞（シーラントの凝集破壊力）がなさ

れると引張試験によってシーラントは

凝集破壊を起こし剥離する ②この特

性を巧みに利用するとヒートシール面

の「易開封」を実行できる。  

“一条シール”ではこの特性材料を適

用して、「密封」シール下で「易開封」

を複合的に達成している。  

 

5.3 現状の加熱温度の定義と合理化の検

証 

 ヒートシールの Validation の技術上の

基幹は加熱温度の制御である。加熱温度

の定義の代表規定は≪ASTM F2029≫が

支配して、加熱体の温度調節設定値が指

定されているが、合理的ではない。  

表 5 に現行の様々な加熱温度の定義と

適用圧着圧帯を併記してまとめた。共通

的には加熱体の温度調節設定を定義して

いる。筆者は微細センサを接着面の直接

挿入して実際の「溶着面温度：“MTMS”」
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の計測を提唱している。 21) 

 実態の改善課題ニーズを表 6 に整頓し

た。  

“MTMS”を参照すると従来法の温度ス

テップの粗さが明らかになり、従来法の

定義がヒートシール理論の構築／解析／

検証に問題があったことが分る。結果と

して上限開放型の加熱方式が標準化して、

凝集接着偏重の古典的な技法の確立にな

ってしまった。  

 

5.3.1 加熱体表面温度を利用した溶着面温

度応答のシミュレーション法の確立 

ヒートジョー方式の加熱メカニズム構

成図を図 2(a)に示した。発熱源のヒータ  

から材料の接着面への熱伝導プロセス

を電気回路に相似すると図 2(b)のように

なる。 22) 

材料の熱接着面（溶着面）の温度応答

に直接関係する発熱部位は材料と直接接  

 

 

 

触する加熱体の表面温度であることが  

 

 

 

 

容易に理解できよう。もしラボで加熱  

 

 

 

体表面温度と溶着面温度応答の計測デー

タを正確に取得すれば加熱体表面温度の

パラメータにした溶着面温度応答のシミ

ュレーションができる。 16,23) 

 

5.3.2 加 熱 体 表 面 温 度 の“外 乱 ”制 御 によ

る溶着面温度応答の Validation 

発熱源のヒータから加熱体の表面への

温度伝達はいくつかの要素を通過する。

加熱体の表面温度には表 7 に示したよう

な加熱体の形状、構造物、表面からの伝

熱、放熱等の“外乱”よって動的な変動が

起こる。最善な努力をしても計測・制御  

工学上で証明される 4～6℃の変動があ

る。調節温度値で適格な加熱温度の制御  

ができないことの理論上の不具合が理解

できよう。≪ASTM F2029≫が 5℃以内の  

インターバル避けている論拠はここにあ

ると思われる。では手っ取り早く加熱体

表面温度を調節検知点に採用すればよい  

と考えられるが、発熱源と表面温度間に

は分単位の伝達遅れがあるのと加熱面に

は“外乱”要素が多数ぶらさがっているの  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5 ヒートシールの加熱温度のさまざまな定義 
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で高精度の温度調節は計測・制御工学的

に見て困難である。（7.1.2 参照）  

 

5.4  加 熱 体 表 面 温 度 のモニタ／制 御 で溶

着面温度応答のシミュレーションができる 

加熱体表面温度のモニタによって加熱  

体表面温度を一定になるように温度調節  

操作の補完をすれば、運転中の加熱体表  

面温度の“外乱”を取り消すことになる。  
24、 25) 

加熱体の表面温度は溶着面温度応答のパ  

ラメータとなるので、高精度のモニタ／  

制御によって、運転中の溶着面温度応答  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を直接計測しなくとも、予めラボで得た  

「加熱体表面温度」と「溶着面温度応答」  

のシミュレーションデータが利用できる。 
16、 23) 

そしてこの方策によって、間接的に溶

着面温度応答を Validation できる。(7.1.2

参照 ) 

 

5.5 加熱温度と加熱時間の融合解釈 

古典的なヒートシール理論では「温度」、 

「時間」、「圧力」はヒートシール強さの

発現の独立パラメータとして定義する間  

 

表 6 加熱温度の定義と特徴の比較 

 



最近のヒートシール技法の改革情報 

－“一条シール”の発明がもたらした経験則からの脱皮 － 

 

 － 168 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

違いを犯している。  

加熱温度の実際は「加熱温度応答」と

して温度と時間が融合した動的なモノで

ある。応答カーブを支配するのは包装材

料の熱伝導性と熱容量である。加熱温度

と溶着面温度応答は次の 3 種のパターン

群を観ることができる。そのモデルパタ

ーンを図 3 に示した。  

①同一材料（厚さ）で加熱温度を変  

更した場合の溶着面温度応答、（a）  

②加熱時間を変更した場合の溶着面  

温度応答  (b) 

③材料厚さを変更した場合の同一加熱  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温度の溶着面温度応答（「加熱速さ」の変  

更）  (c) 

 

5.5.1 加熱温度と加熱時間の相互関係［平

衡温度と CUT の設定］ 

この応答に 3 種の時間点を次のように

定義する。  

ta：立ち上がり応答中の過渡時間  

tb：平衡温度の 95％応答の CUT （Come 

Up Time）  

tc：平衡温度；加熱体表面温度漸近す

る到達温度  

 

図 2 ヒートジョー方式のモデル化：“MTMS”の構成 
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図３ モデル化した溶着面温度応答における加熱時間の定義

(a) 同一包装材料で、加熱温度を変更した時の 
溶着面温度応答の変化 

(b) 加熱時間を変更した時の溶着面温度応答の 
中止点応答

(c) 同一温度で、包装材料の厚さを変更した時の
溶着面温度応答 
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5.5.2 加熱温度と加熱時間の選択方法 

図 2（b）の加熱時間の調節方法では予

め取得したシミュレーションデータか

ら加熱終了温度を決める。  

  図 2（a)で≪TL≫を所望溶着面温度に選  

ぶと平衡温度加熱時間（CUT）は≪ tb≫ 

である。高温、中温設定では高速化する  

過渡加熱≪ ta≫となり、温度上昇の速い  

時間点になる。  

図２(c）では過渡時間加熱を選択すると  

材料が薄くなると高精度の加熱時間制御

が求められる。平衡温度加熱法を選べば  

回分速度の調整で同一温度加熱ができる

特徴を見出せる。  

いずれの場合も時間制御の精度の課題

が発生する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更に操作時間は「加熱速さ」に直接関

与するので、「加熱速さ」の影響を受けや

すい包装材料では、溶着面温度とヒート

シール強さの関係が変移するので剥がれ

シール強さを厳密に調整する場合には留

意が必要である。  

5.5.3 実際の運転時間と加熱温度と加熱時

間（溶着面温度応答）の展開上の課題 

ヒートシールにおける加熱時間は自動

運転の間欠動作の単位時間から逆算した

ものを選択設定している向きがある。図  

4 に間欠動作のタイミングモデルパター

ンを示した。 26)充填やヒートシールは機

械が停止している間に操作する必要があ

る。この操作時間は回分周期で決まり、

その約 50％が充てられる。この時間内に  

ඥ૚૛＝ܠ܂ ൅ ૚. ૞૛ ൅ ሺ૛~૝ሻ૛ ൅ ሺ૜~૞ሻ૛ ൅ ሺ૚~૛ሻ૛ ≒ ૝. ૛~૟. ૢ	（Ԩ）  

加熱体表面温度を構成する各要素のバラツキを小さく見積もっても 

次のようになる  

①調節計の指示と調節精度；1 ℃（メーカーカタログより）  

②熱電対センサの精度；1.5 ℃ （JIS 規格より）  

③温度調節センサの設置場所による検出バラツキ；2~4 ℃，  

④温度調節点と加熱体表面温度の相違の発生；3~5 ℃，  

⑤室温変動による冷接点補償；1~2 ℃  

 これら要素を元に加熱体表面温度の統合バラツキを計算すると次式で表さ

れる。 

  ヒートバーの計測／調節方法では，４℃程度の精度確保が限界であることが分

る．①，②は機材の固有的性能で決まる精度であるが，③～⑤は周辺構造物の

蓄熱や環境の温度変化の動的原因で，比較的長時間での変動が起こる．従っ

て，③～⑤については固定的（静的）な方策では修正できず，In-line の常時補正

が必要である． [図 5 参照] 

表７加熱体表面温度のバラツキ原因の検証 
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所定の溶着面温度応答を確保する必要が  

ある。生産性を優先して、高温で高速加

熱を適用して、圧着時間を短縮すると  

材料の表層部の蓄熱による伝熱遅れで

数℃～10℃程度のオーバーランが発生し、

所望の熱接着強さを得られなかったり、

過加熱の原因になっている。（図 5 参照） 

5.5.4 CUT 加熱の有意性？：しかし運転速

度が下がる！ 

 ヒートシールの加熱時間は運転の回分

操作時間内に所定の温度に到達させよう

とする論理が常套化している。（図 4 参照） 

図 5 に過渡温度加熱と平衡温度（CUT）  

加熱のモデル比較を示した。回分操作時

間の制約（ ta）を優先すれば、必然的に  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過加熱側の温度設定となる。常套手段が

いかに加熱操作によるトラブル発生（“ポ

リ玉”生成）の危険を含む方策であったこ

とが理解できよう。  

CUT に近い加熱時間を選択して、許容

時間内に収まるように回分動作時間（運

転速度）を設定すれば、5℃以下のズレに

自己制御された適格な加熱ができる。  

しかし、担当者の懸念は、今までの“常  

識”から上司は「そんなに遅くすることを

容認しない」と言われることを懸念して  

いる。心配不要！ 今迄の“常識”には隠

し財産がある。［7.］の【Hishinuma 効果】

の説明で記述したようにカバー材が「加

熱速さ」の主要な制御要素になっている。 

 

図４ 実動をモデル化した間欠動作のタイミングパターン 
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平衡温度加熱をすれば溶融状態にならな

いからカバー材を必要としなくなる。  

10 μm の PET をカバーに使うと CUT

は 0.13 s である。0.2 mm の Teflon 材料だ

と 0.56 s である。もしカバー材が使われ

なければ加熱時間は≪0.13／0.56≒1/5≫

となり、逆に過渡加熱より加熱時間は早

くできる。 27) 

もし加熱体の表面の傷着が心配なら天  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぷら鍋と同様に DLC 処理をすればよい。

加熱体の表面温度を管理すれば≪ヒー  

トシール温度の Validation ≫が可能にな  

る。 24,25) 

 

5.6 加熱体表面温度の熱力学的温度分布

の検証とヒートパイプによる安定化 

5.6.1 合理的な加熱体（ヒートバー）の構成 

ヒートシール操作における加熱体（ヒ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 過渡温度加熱と CUT 加熱の加熱時間のマージンの比較 
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3 種類の加熱時間

ta：過渡時間 

ｔb：CUT(95％)  

ｔｃ：平衡時間 

★ ◆ ◆ 

溶着面温度応答 

CUT レベル 

T1 を目標加熱温度 

にした場合の加熱時

間の余裕(ﾏｰｼﾞﾝ) 

平衡温度 

図６ 熱接着加熱体の表面温度が一様にならない原理とヒートパイプの設置の 
加熱体表面温度の安定化の説明 

 

片側のヒートバー
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ヒートシール面

ヒートバー内の
温度分布線 

ヒートパイプによる 
新たな温度分布線 

均一温度分布 
の取得／伝達 温度調節

センサ

放熱等で変形した 
温度分布線 

加熱体表面 
温度センサ [断面：右図] 

（a） 長手方向の側面図 （b） 断面と温度分布の模擬図 

加熱体表面 
温度センサ 

温度調節
センサ
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ートバー）の加熱は円柱形の電気ヒータ

と四角又は多角形の金属ブロックで構成

される。円形の発熱体を円柱の加熱体に

装着すれば発熱体の表面温度は均一な分

布になる。しかし、少なくともヒートシ

ール操作には平面の圧接部位が要求され

円柱から逸脱する。加熱体の表面温度は

放熱特性や取り付け構造体への伝熱等で

発熱の調節温度と原理的に一致しなくな

る。図 6（b）に示したように加熱体の表面

温度は歪む。更に装置の機械的な都合で

加熱体の構造は変更され、温度分布線の

歪みに拍車が掛っている。  

 

5.6.2 調節用センサの取り付け位置の重要

な配慮 

 加熱体の温度調節はヒートバーの発熱

温度を検知して、発熱源を On-Off するフ

ィードバック制御が通常的に行われてい

る。適格な温度調節を実施するには加熱

体温度の検出方法が重要である。最も好

ましい検出点は図 6(b)に示したように発

熱源（ヒータ）に近く均一な温度分線を

検知しなくてはならない。しかし実際に

は、外乱の影響の大きいヒートバーの表

面にセンサをネジ止めしたり、ヒートバ

ーの端末に取り付けたり、熱容量の大き

いセンサが適用される等の間違いが世界

的に横行していて、ヒートシールの温度

の精度確保の妨げになっている。  

 

5.6.3 ヒートパイプの適用の効果 

 ヒートパイプを金属ブロック内に密着

して配すると、ヒートパイプの周辺温度

は高速で均一になる特長がある。この特

性を利用して、ヒートパイプをヒータと

加熱体表面間に配置すれば、あたかも均

一な加熱源を加熱体表面付近に設置した

のと同等な効果を持たせることができる。 

金属ブロックを一定の大きさより大き

くして、加熱体内の均一な温度分布線に

接するようにヒートパイプを配置すれば、

分布線の温度を加熱体の表面に的確に移

行できる。  

 図 6 はこの構造図を示し、断面の伝熱

の均一化について説明した。  

ヒートバーは包装袋のヒートシール長

さより大きくとる必要がある。長手方向

の温度分布は専らヒータの発熱バラツキ

に依存するからヒートパイプの設置の効

果は長手方向の均一化にも大きな効果を

示す。ヒートジョー方式の加熱バーには

ヒートパイプの設置は不可欠である。  

 

5.6.4 加熱ブロックの容積の大きさの影響 

加熱ブロックの容積を大きくすること

は、①均一な温度分布線が沢山できる。

②on-off 調節のバラツキの平滑化が図れ

る。③加熱供給容量が増大するので、材

料との接触による表面温度の低下変動を

小さくできる。  

 

6. FHSS (Functional Heat Seal Strength) 

によるヒートシール技法の統合的 Validation  
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≪個別操作の課題と解決／改善策≫に

ついて述べてきたがこれらを統合するこ

とによって初めて確実なヒートシールの

Validation が達成できる。  

 

6.1 FHSS の計測要素 

レ ト ル ト パ ウ チ の ヒ ー ト シ ー ル

HACCP の Validation 研究で見出された≪

FHSS システム≫を紹介する。 28)  

この研究は次の要素で構成されている。 

（1）加熱に溶着面温度を適用  

（2）加熱面から排出熱量によるヒートシ

ール面に発生する温度分布に着目  

（3）解析パラメータにヒートシールエッ

ジの垂直線上のヒートシール強さに着目  

（4）解析パラメータにヒートシールエッ

ジからの剥がれ寸法（破断寸法）を取り

入れた  

（5）剥がれシールの≪剥離強さ≫を≪

剥離長さ≫で積分して、ヒートシールの

相違による剥離エネルギーを取得した。 

（6）剥離エネルギーの大きさを“破袋特

性”と定義した。 29,30,31) 

この実施事例を図 7 に示した。  

6.1.1 FHSS の計測条件 

ヒートシール標本は CPP シーラントに

熱伝導率が大きいアルミ箔をラミネーシ

ョ ン し た 複 合 材 料 で あ る 。 圧 着 圧 ：

0.3MPa を共通条件とした。  

 加熱温度 (溶着面温度 )は平衡温度の≪

CUT≫を適用して次のように設定した。  

・140℃：接着強さ 23 N/15mm 以下の界

面剥離  

・144℃：接着強さが約 23 N/15mm の界

面剥離  

・146℃：引張試験でヒートシール幅の約

50％までが剥がれでその後部分破れを起

こす加熱温度  

・150℃：約 3 ㎜の剥離後破れを起こす

加熱温度  

・170℃：シーラントの≪Tm≫の参照温

度  

6.1.2 FHSS の引張試験パターン解析から分

るヒートシール特性 

 作製標本の引張試験パターンを内側の

ヒートシールエッジからの距離をパラメ

ータにしてプロットした結果を図７(a)に

示した。この標本は熱伝導性が高いので、

170℃加熱では≪ポリ玉≫が生成し、ヒー

トシールエッジより更に内側までが接着

している。146℃加熱では約 50％の剥離

の後に部分破断が起こっている。146℃付

近がこの標本材料の界面接着と凝集接着  

の境界温度であることが分る。（約 50％  

未満は溶着面温度が袋の内側への熱流出  

によって 146℃以下の低温化しているこ

とになる）  

この材料は≪50 N/15mm≫を超すと引

張強さは材料の伸び強さなる。  

この強さ以降の引張試験結果は材料の

降伏破断強さとなる。  

 凝集接着では凝集接着線より外側の接

着面は破袋防御には何ら機能してなく見

せかけである。  
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 これらの引張試験パターンの破断到達

点までと接着状態が剥がれシール状態の  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標本については全剥がれまでの距離を積

分対象に選択し、剥がれ面の剥離エネル

(a) 各溶着面温度の剥離パターン 

図７ FHSS 方式によるヒートシール特性の抜本解析事例 
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ギーを計算した。  

 この積分結果を加熱温度 (溶着面温度 )

をパラメータにしてプロットして剥離エ

ネルギーパターンを図７(ｂ)に示した。こ

の図にはヒートシールエッジからの［剥

離開始点］、［統合ヒートシール強さ］を

併記したので。FHSS から得られる最適

ヒートシール条件との比較ができる。剥

離エネルギー特性から得られる≪破袋防

御性≫は 145～ 152℃に適格範囲が診ら

れる。  

6.1.3 FHSS 解析から得られるレトルトパウチ

の HACCP の最適ヒートシール条件 

 計測／解析結果の図 7 から、レトルト

パウチ包装における「密封」と「破袋防

御」制御は溶着面温度：145～152℃の選

択によって、Validation が可能であること

が分る。  

 “MTMS”を推奨するが、どこでも容易

に実施できる方法は約 20～50％の剥離

が起こる加熱条件を設定すれば、HACCP

の保障が可能になる。この方法は≪ 23 

N/15mm≫事後管理規定より遥かに合理

性が高い。  

 ヒートシールのエッジ切れ状態を “良

好”とする高温側選択（155℃以上）は言

語道断である。古くから推奨されている

≪Tm≫相当の 170℃加熱の例で示したよ

うに、高温加熱ではヒートシールエッジ

より更に内側にヒートシール面が拡張す

る。もし製袋工程でこの条件が実施され

ると、充填後のトップシールで高温にさ

らされた部分のヒートシール温度を最適

温度で加熱しても「密封」不全が発生す

る。 32) 

 

7. 革新されているヒートシールの緒操作 

7.1 「加熱 速さ」がヒートシール強さの発現

変移に関与【Hishinuma 効果】 

7.1.1 高精度な加熱制御をしてもヒートシー

ル強さの安定化はできない 

同じ包装材料に同一温度の適用でも、

工場間や使う機械によって発現するヒー

トシール強さが異なり、再現性のあるデ

ータ取得の困難が永年の課題であった。  

その原因は加熱温度の精度上の問題で

あるとされてきた。  

筆者はヒートシール強さの汎用的再現

手段として、ヒートシールの高度な加熱

温度制御を主要研究テーマとして取り組

んできた。ヒートシールの熱接着面に微

細センサを挿入して接着面計測のできる

測定法：溶着面温度測定法：“MTMS”を

開発した。 13) 更に On-Line の加熱体の

表面温度の計測法を開発して、運転中の

溶着面温度応答を間接的に管理ができる

ようにした。そして、0.5℃程度の高精度

加熱に成功して、加熱温度の Validation

に、は成功したが高精度の加熱制御でも

相変わらずヒートシール強さの再現性の

バラツキの課題は解消できなかった。こ

の原因が「加熱速さ」によるものであっ

た。  
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7.1.2 片面（通過熱加熱）と両面加熱（平衡

温度に収斂）の特徴 

 ヒートシールの加熱は、いくつか方法

がある。 33) 

大別すると①材料の表面から材料の熱

伝導をした加熱、②接着面付近を熱風で

直接加熱、③接着面付近の発熱加熱、が

ある。①の表面加熱には、両面に加熱体

構成する場合と片方を常温に構成する場

合がある。前者を「両面加熱」、後者を「片

面加熱」と呼称している。  

 一般的には≪ASTM F2029≫も推奨し

ている同一温度に調節した両面加熱のヒ

ートジョー方式が多く利用されている。

片面加熱はカップやトレーのように接着

面に関与する材料の構成が異なる場合や

両面加熱が構造上困難な場合に利用され

る。単一フイルムでは両面加熱すると全

体が溶融状態になってしまう場合に、片

側の軟化残余剛性を利用するインパルス

シールに利用されている。  

両面加熱の特長は平衡温度への自己収

斂性があるところである。他方、片面加

熱の加熱温度は通過熱流と材料の熱抵抗

によって接着面の温度が決定される。  

表面からの加熱方式（片面・両面共通）

の接着面温度は   Tb:溶着面温度応答、

T1:加熱体 (1)の表面温度、T2：加熱体 (2)

の表面温度、T3：周辺温度、ｋ：熱伝導

係数、n：材料の厚さの均一係数 とすれ

ば、溶着面温度は  

 

Tb＝ [ T1－ (T1－T2)／n ]・（1－e-kt）+T3     

（1）  

で表される一次遅れのステップ応答とな

る。  

材料厚さが均一で、両面の加熱体表面

温度が同一に制御された場合は、n＝２、

T1=T2 となり、溶着面温度応答は設定さ

れ た 平 衡 温 度 に 収 斂 し 、 加 熱 温 度 の

Validation が達成できる。すなわち、片面

加熱又は両面温度の（T1≠T2）設定の場

合は、T1 と T2 の≪外乱制御≫に失敗し

たのと同様に Validation は不可になるこ

とが容易に理解できよう。  

加熱体表面温度の≪外乱≫制御を含む

管理法は既に提案されている 24,25) 

 

7.1.3 カバー材設置の有効性はあるのか？ 

従来、正確なヒートシール強さを果た

そうとしたら正確な平衡温度加熱で、分

厚いカバー材（テフロン含浸グラスウー

ル）を適用して、低速加熱することが常

識であった。  

ある時、破れかぶれにカバー材を付け

ずに試みたところ、10℃近い低温側でヒ

ートシールの発現を発見した。 19) 

従来の常識を振り返ると、次のように定

義されていた。  

①同一温度加熱なら同一の剥がれヒー

トシール強さが発現  

②厚さが変わっても同一材料なら同一

の剥がれヒートシール強さが発現  

③低速加熱が安定した剥がれヒートシ
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ール強さが発現  

しかし、発見された現象（【Hishinuma 効

果】）はこれらを覆していた。  

 

7.1.4 「加熱速さ」によるヒートシール強さの

発現変移の実際例 

CPP：50 μm 材で「加熱速さ」0.13～3.1 

s の変化に対応するヒートシール強さの  

発現変移事例を図 8 に示した。「一定ヒー

トシール強さ線」、ある加熱温度（溶着面

温度）から垂線を引いてみると「加熱速

さ」の影響の大きさを観察できる。従来

のヒートシール強さのバラツキ原因は

「加熱速さ」に起因していたと断言でき

よう。  

ヒートシール強さの発現は古典的な論

理では「加熱温度」と「ヒートシール強

さ」の関係を 2 次元現象として捉えてき  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。しかし、実際は「加熱速さ」（温度

と時間）と「ヒートシール強さ」の 3 次

元現象であった。  

 

7.1.5 【Hishinuma 効果】の発現要因の検討 

我々の通常の操作において、「加熱速さ」

は CUT 換算で 0.05ｓ～3s まで分布して  

いる。【Hishinuma 効果】の発現はこれら

の「加熱速さ」帯に一致して起こること

が分っている。 近年、シーラント機能

の改善を図るためにシーラントに種々の  

混合物を添加している。 34）  

「加熱速さ」によるヒートシール強さ

の発現変移はシーラントの分子量分布の

広がりに起因していると推定できる。 

従来はプラスチックの加熱時の再結晶化

時間は数十秒～数分と考えられている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８「加熱速さ」の変化によるヒートシール強さの変移の実測例（CPP：50μm） 
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従ってヒートシールの加熱時間内では

接着面に変化を起こさないものと考えら

れていた。図 7 に示したデータを発現し

たヒートシール強さを「加熱速さ」をパ

ラメータにして診ると（図の提示は省略）

130～138℃の界面接着温度帯において、

「加熱速さ」が 200℃/s（100 μｍ；Teflon）

～600℃／ｓ (10 μm；PET)の高速加熱帯に

おいて「加熱速さ」とヒートシール強さ

の発現が線形になっている。このことか

らヒートシール面における高分子の再結

晶速度が従来の知見と大きく異なってい

ることが観察される 19,20)  

 

7.2 加熱体の表面のローレット仕上げは 

≪間引き圧着≫となる 

ヒートシール市場を観るとヒートシー

ル面にはローレット仕上げをしたり、ノ

コギリ目細工を（世界中で）多く見るこ

とができる。どんな目的で施しているの

か明確な答えは得られず。他社追随と言

うことになっている。力学的に見ると≪

50％の間引き圧着≫ある。  

目的通りに仕上がると接着強さは約

50％になるので、開封強さは約半分にな

り、易開封が可能になる。しかし、この

接着面に「探傷液」を点滴すると、段差

部のみならずヒートシール面全体に貫通

孔ができる。密封の不全が見つかると、

全面が溶融状態になるようにシュリンク

の発生を覚悟して加熱温度を上げて対処

する経験則が多くみられる。  

 “一条シール”では、微細な一条突起で

長手方向の「密封」を行いつつ、対面の

加熱体の表面に構成した弾性体を利用し

て、平面圧着に複合的に自動移行して、

意図した加熱温度帯で、この課題の論理

矛盾を解消している。  

 

7.3 「探傷液法」で微細部の漏れ試験がで

きるようになった 

 従来の ASTM や JIS の漏れ試験法は陰

圧の水中に試験標本を水没させて、発泡

を確認したり、浸透性の高いガスを注入

した後に圧縮して、検知紙の反応で検査

していた。これらの方法では漏れ箇所の

詳細な部位の確認ができないのと漏れ量

の定量化ができなかった。  

近年、機械加工物のクラック等の検査

に使われている「探傷液法」がヒートシ

ールの漏れ検査に広く採用されて、現場

での漏れ点検に寄与している。筆者は

2014 年に定量性の確認報告を行ってい

る。 11,12) この結果によれば検知能力は、

プラスチック材料のバリア性議論レベル

に隣接している検知能力を確認できた。  

この性能はヒートシール面、段差部、

塑性変形圧接部の漏れ検知に有効で、か

つ微細部の漏れの“見える化”機能があり、

ヒートシール技法の詳細な解析／評価に

革新的な貢献している。「密封」と「易開

封」を複合的に達成した“一条シール”の

開発には不可欠なツールであった。  
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7.4 微弱なヒートシール強さでも「密封」して

いる。 

「密封」の阻害要因は表層材の剛性が強く

関与 

ヒートシールの熱接着は高分子の熱可

塑性現象によって成り立っている。従っ

て、その現象はナノサイズであるが、古

典的な「理論」によれば、界面接着状態

を“疑似接着”、“接着不良”と位置付け、

凝集接着のモールド状態を“良好”として

きている。従って、ヒートシール技法の

標準的条件は溶融温度≪Tm≫以上とさ

れてきた。≪JIS Z 0238≫は最大値の採用

を規定しているので、いつの間にか≪モ  

ールド接着≫≒≪適格接着≫≒≪密封

≫の論理が創成されている。  

筆者が 20～50 μm のポリエチレン、ポ

リプロピレンシートの単体又は複合フイ

ルムを平面（平行度 10 μm 以内）の熱圧

着した標本に、「探傷液法」を用いて、密

着発現状態を確認したところ、表 8 に示

したように≪ 0.1 N/15mm≫の微弱な剥

がれシール帯で密着が確認でき、従来の  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常識を覆していた。汎用化されている≪

OPP/LLDPE≫の複合フイルムでは密着

は≪0.8 N/15mm≫となっている。  

≪OPP／CPP≫の複合フイルムでは≪

≪ 0.1 N/15mm≫の接着強さでも密着が

完成する。OPP の剛性（ヤング率）は 1700

－4000 あり、非常に大きいので軟化温度

帯に加熱しないと Hot tack の影響で、密

着不全となる。又、OPP／CPP の結果を

参照すると、接着層粘度（接着力）の大

小が密着性に関与することが分る。  

ヒートシールの接着面の密着性の議論

が進まなかったのは接着面の微細な接着

状態を検知する方法がなかったことにあ

る。「探傷液法」の定量化性研究はヒート  

シール技法の革新に寄与している。  

 

7.5 シーラントの低温化の展開論理の間違

いの検証 

 今日、シーラントの低温化設計が常套

手段となっている。それは古典的な論理

にいくつかの間違いがあることによって

いる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

表８ 低ヒートシール強さ帯の密着成立確認の試験結果 

材料（厚さ:μm）

各ヒートシール強さ (N/15mm) の加熱温度,  加熱温度：95% 

CUT 

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.8 7～10 

CPP（50） 108 110  113    
LDPE(25) 94    95   
OPP/LLDPE(30/20)      102 106 
        
OPP/CPP (30/20) 108   113    

・表示温度は各ヒートシール強さが発現する溶着面温度、・圧着圧：0.25 MPa 
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（1）温度範囲（上限）の制御できる加熱

制御法がなかった  

（2）OPP 材のようにシュリンク温度帯

避ける上限の加熱温度の制約に対処する

方策がなかった。  

（3）温度制御の揺れ幅が大きくても制限

上限温度に余裕を持たせたい。  

≪OPP／LLDPE≫材はシュリンク開始

の 140℃付近以下。LLDPE は 100℃近辺

で熱接着が発現する。この組み合わせで

は 40℃近い間隔がある。125～130℃付近

に加熱体温度が設定されても運転上の加

熱温度の 10℃程度のバラツキに対処で

きる。125～130℃辺りでは、LLDPE は完

全な溶融状態になっているのでモールド

接着の論理は一応成り立っている。しか

し、この条件は界面接着の剥がれシール

温度帯とは大きくかけ離れている。  

 

7.6 エッジ切れメカニズムにおける“ポリ玉”

の関与の解明 

従来は圧着するヒートバーのエッジが

鮮明に仕上がりエッジ切れとなる加熱操

作が“良好”とされている。代表的な例は

図 ７(a)に示した≪ 170℃≫のデータであ

る。この例ではヒートシールエッジはヒ

ートバーの圧着エッジより更に内側にな

っている。引張試験の結果は≪約 65 

N/15mm≫で破断している。  

この標本の≪ 170℃≫加熱付近は溶融

温度≪Tｍ≫付近なのでモールド状態で

あり、シーラントは圧着圧で自由運動す

る状態である。圧着圧によって、シーラ

ントはヒートシールエッジに不均一には

み出し、“ポリ玉”を形成する。“ポリ玉” 

のサイズはシーラントの厚さの約 2 倍位

になる。ポリ玉の生成点に袋のタックの

先端が確率的に合致すると内部圧力の上

昇で部分破袋（ピンホール）の発生とな

る。 35) 

ポリ玉サイズが≪50 μm≫とすればヒ

ートシール強さ試験法の応力比較で検証

すると部分的には≪ 15／ 0.05＝ 300≫の

大きな部分引裂き力となり、引張試験で

は僅かな引張強さの変化なので検出は困

難となっている。しかし、≪約 65 N/15mm

≫の引張試験結果は  “強い接着 ”として

採用されている。誤認の危険が放任され

ている。 28) 

ヒートシール面の断裂、破断はピンホ

ールが起点となって起こっている同一現

象である。従って、“ポリ玉”の制御はヒ

ートシールの制御の重大課題である。≪

FHSS≫はこのニーズに応えるために開

発されている。  

引張試験において、容易にエッジ切れ

状態が把握できる試験法：「角度法」が既

に提供されている 35) 

 

8. まとめ 

（1）本総説で記述した主要事項は論文発

表／特許取得し、公的評価を既に仰いで

ある。  

（2）ヒートシールの validation 方策の具
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体論を展開できた。  

（3）古典的技法は経験則に頼り、適格な

計測・制御技術の適用が不十分であった。 

代表的な事項は次の通りである。  

◆加熱温度／時間  

1）溶着面温度適用の回避  

2）加熱と応答を別扱いにしてきた  

3）高温の過渡加熱が常套化している

（平衡温度加熱［CUT］の不採用）  

4）加熱範囲未制限の加熱方法  

5）「加熱速さ」によるヒートシール強

さの変移発現（【Hishinuma 効果】）の

未理解  

6）加熱温度の検出点の不適格（最適な

温度分布線の検出の未適用）  

7）加熱体の温度分布と応答速さの不理

解（加熱体表面温度の未活用）  

8）温度制御の不確かさの未認識  

9）加熱時間の選択の間違い（運転速度

優先）  

10）材料による流出熱の非考慮（均一

加熱と思っている）  

11）加熱体表面温度の均一化（ヒート

パイプの未採用）  

 

◆引張試験  

1）引張試験のアナログデータの未活用  

2）剥離メカニズムの理解不足、剥離エ

ネルギーの未活用  

3）ヒートシール強さの発現メカニズム

探求不足  

4）材料の伸び強さをヒートシール強さ

に混用  

（4）古典的方式は凝集接着への偏重を誘

導していた。  

（5）易開封のメカニズム探求と実施策に

ついては紙面の都合で割愛した。関連

文献の参照を期待する 36-40) 

（6）「密着」は「強い接着」状態で成り

立つと誤認している。  

（7）ヒートシール技法における包装材料

と包装機械の機能分担意識が軽薄であ

った。  

  1）供給材には①推奨制御温度帯、②剛

性の軟化温度帯、③剥がれシール特性

の提示  

 2）プラスチック材を目的に合った熱接

着するには振れ幅が≪4℃≫以内の溶

着面温度応答の制御が機械装置に求め

られている  

（8）包装材料の「バリア性」の研究と「密

封性」、「操作性」の課題がリンクして

いない。  

特に加工性（ヒートシールの密封性）

の課題が多い。  

（9）経験則に頼り、古典的方式の見直し

機運が起こらなかった。これは関係技

術者の個別の問題ではなく（世界の）

関連学際に対処体制に問題があろう。  

（10）エンドユーザー（包装商品の製造

者、消費者）は不具合に対する学際の

認識を我慢していて、要望の提起を拘

っている。  

（11）課題対処に高価な包装材料を採用



日本包装学会誌 Vol.26 No.4 （2017） 

 － 183－ 

せざるを得なかった。（学際の怠慢によ

る消費者の負担増）  

（12）最新理論と技術の説明に古典論理

の欠陥の付帯説明が必要である。並行

の説明の労はそろそろ修了した方が良

さそうである。  

（13）筆者の 20 数年簡の研鑽のノウハウ

を集大成した。本報がヒートシール論

理の合理的展開の一助になって、ヒー

トシール技法の発展・向上に寄与でき

れば幸甚である。  

（14）紙面の都合で本文中の引用説明を

割愛している。Reference の参照を願う。 
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